
第６章 ラグのあるモデル、動学モデル、期待の

モデル

１ はじめに

家計や企業の行動は、その期だけで完結すると

は限らない。家計の消費が習慣性を持っているな

らば、前期（あるいは前年同期）の影響を受けて

いるかもしれない。所得の影響も当期だけではな

く、前期の所得も影響しているかもしれない。ま

た企業が売り上げの増加に対応し、供給を増やす

ために設備を増設するケースでも、一挙に設備投

資を行うのでは費用がかかりすぎるので、二期や

三期に分けて行うこともあるだろう。

また人々の行動は契約や調整コストによって影

響を受けることがある。たとえば金利が上昇して

いるので、既存の低金利の定期預金を解約し新た

に投資信託を購入しようとしても、解約手数料が

かかるので定期預金を解約することができないか

もしれない。そのような場合には、最適なポート

フォリオを達成するためには時間がかかることに

なる。

人々は意志決定を行うために、様々な情報を集

め分析して行うであろう。その情報は、各期毎に

瞬時に得られるとは限らない。たとえば我々の求

職活動に影響する有効求人倍率は、２―３ケ月後

に公表される。そのために我々の意志決定も遅れ

を持つことがある。言い換えれば我々の意思決定

は、古い情報に依存することがある。情報の収集

と公開までに時間を要することを考えれば、この

ような例は希ではないだろう１）。

このように経済主体の行動は遅れ（lag）を伴

うことがある。また前期や前々期などの時間を通

じた影響を考えるモデルを、動学モデル（dynam-

ics model）という。

これに関連するが人々の意志決定には、予想あ

るいは期待（expectation）が重要な意味を持つ。

円ドルレートが上昇するか下落するかの予想は商

社にとり死活的な問題であろう。機関投資家にと

り株価や国債価格の予想は、最も大きな関心事項

であろう。むろん人々はやみくもに予想を形成す

るわけではない。その予想は過去の円ドルレート

の動きや株価の動きはもとより、為替や金融指標

に影響する様々な要因を含めて判断されるであろ

う。言い換えれば、人々は予想を形成する時点で

の利用可能な情報を用いて、将来の動向を判断を

しようとするであろう２）。

本章ではこれらの密接に関連する事項を取り上
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１） 広い意味での認知ラグの問題の一種である。
２） 本章では、予想あるいは期待という用語を、以下「期待」に統一する。これはexpectationの訳語が「期待」として経済学や計
量経済学で浸透しているためである。
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げる。

２ 分布ラグモデル（distributed lag model）

２．１ 単純なラグのあるモデル

被説明変数ytが説明変数xについて、当期のみ

らなずラグを持って影響される、次のようなケー

スを考える。

yt＝a＋b０xt＋b１xt－１＋…＋bkxt－k＋et ６．１）

誤差項etは標準的仮定を充たすものとする。こ

のようにラグの長さが相当長いモデルを分布ラグ

モデルという。なおここではラグの長さは有限

（finite distributed lag）であるとして議論を進

める。

パラメータb０、b１、…bkは各々xt、xt－１、…xt－k

がytに与える影響の程度を示している。これらを

合計したものがxのytに対する累積効果となる。

このxの当期及び過去の期（i＝１，２，…，k）

の影響の累積効果については

Σi
k
＝０ bi＜∞

を仮定する。さもなければytは発散するからであ

る。

当期のxtの係数b０は、xtの限界性向である（第

三章参照）。これを短期効果（short―run effect,

impact effect）という３）。

全てのラグの効果を見たΣi
k
＝０ biを長期効果

（long―run effect）という。第１節で説明した契

約と調整コストの例より長期効果の絶対値の方が

短期効果の絶対値より大きいはずである。また途

中の期まで（例えば２期まで）の効果Σi
２
＝０ biを中

間乗数（interim multiplier）ということがある。

６．１）式のパラメータb０、…、bkが全て正であ

れば、以下のように平均ラグ（mean lag）を計

算することができる。

平均ラグ＝
Σibi
Σbi
＝０＊

b０
Σbi
＋１＊ b１

Σbi
＋２＊

b２
Σbi
＋…＋k＊

bk
Σbi

６．２）

この平均ラグは、xの長期効果の半分が現れる

までの平均的な期間（たとえば金利が設備投資に

与える長期影響の半分が現れるまでの平均的な期

間）として理解することができる。

誤差項が標準的な仮定を充たし、またxも非確

率変数であれば、６．１）式をOLSで推定すること

ができる。ただしラグの長さが長くなるほど、

我々が利用できるサンプル数は少なくなる。サン

プル数をnとし、ラグの長さをkとすれば、それ

だけで利用可能なサンプルは（n－k）個となる。

たとえば四半期データでラグを１０とると、２年半

分推計期間は短くなる。これにより自由度が減少

し、t値などの検定の検出力が低下するという問

題がある。またマクロデータの分析は四半期デー

タを使うケースが多いこと、及び経済構造の変化

（ChowテストやCUSUMテストを思い出してほ

しい）を考えると、ラグの長さを余り大きくとる

ことは以外と困難な場合がある。

実際上余り長いラグをとるときのもう一つの問

題は、多重共線関係である。経済変数は緩やかに

変化することが多いので、xtとxt－１、あるいはxt－１

とxt－２等々は高い相関を持つことが多いであろう。

そのためにラグの長さを多くすると深刻な多重共

線問題が起きることがある（第２章参照）。

この単純なラグを持つケースをEviewsで取り

上げてみよう。

民間部門の資本形成（季節調整済み、CAPI-

TALADJと表記）が経済活動（代理変数として

GDP）の時間を通じた影響を受けると仮に想定

しょう。その他の要因として銀行貸出（LOAN）、

在庫水準（季節調整済み、INVENTADJ）、金利

３） 衝撃乗数（impact multiplier）といわれることもある。

１２８郵政研究所月報 １９９９．９



（国債１０年もの流通利回りで代理、BOND）と、

日銀短観の生産営業判断指数（TAPC）を考える。

データは８０年第一四半期から９６年第二四半期まで

である。

なおCAPADJ、GDP、LOANについては卸売

物価指数（WPI）で基準化した。

１ workfile a: macro q８０：１ ９６：２

２ smpl８０：１ ９６：２

３ read a：￥data.csv quarter gdp capitaladj

wpi loan inventadj bond tapc call２

opeadj

４ ’WPIを用い基準化、対数変換

５ series logcap＝log（capitaladj／wpi）

６ series loggdp＝log（gdp／wpi）

７ serires logloan＝log（loan／wpi）

８ ’LOGGDPが４期までのラグを持つモデル

を考える

９ ’LOGCAPt＝a＋b＊LOGLOAN

＋c０＊LOGGDPt

＋c１＊LOGGDPt－１

＋c２＊LOGGDPt－２

＋c３＊LOGGDPt－３

＋c４＊LOGGDPt－４

＋d＊INVENTADJt－１

＋e＊BONDt＋f＊TAPCt－１＋ut

を推計するコマンド

１０ equation wq６＿１. ls logcap c logloan

loggdp loggdp（－１）loggdp（－２）

loggdp（－３）loggdp（－４）inventadj（－１）

bond tapc（－１）

９行と１０行の比較から分かるように、ラグ付き

変数については、モデルを推定する前に新たな変

数、例えばLOGGDPt－nを作る必要はない。その

替わりに推定するモデルにラグの次数をnとする

場合は、LOGGDP（－n）として指定すれば良い。

結果は表６．１に示すとおりである。データは８０

表６．１ ラグのあるモデルの推計

Dependent Variable: LOGCAP

Method: Least Squares

Sample （adjusted）:１９８１：１ １９９６：２

Included observations:６２ after adjusting endpoints

Variable Coefficient Std. Error t―Statistic Prob.

C

LOGLOAN

LOGGDP

LOGGDP（－１）

LOGGDP（－２）

LOGGDP（－３）

LOGGDP（－４）

INVENTADJ（－１）

BOND

TAPC（－１）

５．１８１７２４

０．２８４８４８

０．４８２８７６

０．２３０５７１

０．３０１２６４

０．２４３１５５

－０．２００６０５

０．００２６０９

－０．００２６３１

０．０００６７８

０．２９９５９１

０．０５４２７４

０．１１３７４９

０．０５０７８０

０．０４８３０６

０．０４７１３８

０．１０１３２３

０．０００５１５

０．００４４１０

０．０００３７２

１７．２９６００

５．２４８３３９

４．２４５１０６

４．５４０６２６

６．２３６６０７

５．１５８３５４

－１．９７９８５６

５．０６２３７６

－０．５９６５２７

１．８２２９６８

０．００００

０．００００

０．０００１

０．００００

０．００００

０．００００

０．０５３０

０．００００

０．５５３４

０．０７４１

R―squared

Adjusted R―squared

S.E. of regression

Sum squared resid

Log likelihood

Durbin―Watson stat

０．９９７３５４

０．９９６８９６

０．０２０２４１

０．０２１３０５

１５９．２８０２

０．４２７６１２

Mean dependent var

S.D. dependent var

Akaike info criterion

Schwarz criterion

F―statistic

Prob（F―statistic）

１５．５５０２２

０．３６３３０５

－４．８１５４９０

－４．４７２４０３

２１７７．７２０

０．００００００
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年第一四半期から９６年第二四半期までを用いてい

るが、ラグを４期取っているので、推計は８１年第

一四半期から９６年第二四半期までであることが表

６．１において

Sample（adjusted）:１９８２：１ １９９６：２

と表記されている。

LOGGDPは当期から３期ラグまでは正の効果

を持つが４期ラグ（前年同期）ではマイナスの効

果を持つ。したがってこのケースでは、平均ラグ

を計算する意味は無い。LOGGDPの短期効果は

０．４８（LOGGDPの係数）なのに対して、長期効

果は１．０６（LOGGDPからLOGGDP（－４）まで

の係数和）となる。

AdjR２は０．９９７と極めて高いが、D.W統計量は

０．４２７であり、深刻な系列相関（あるいは定式化

の誤り）があることを示している４）。

この分析期間は円高不況、バブル、バブル崩壊

後の不況期を含む時期である。このことから構造

変化があったことが疑われる。そこで

View／Stability Tests／Recursive Estimates

（OLS only）

を選び、CUSUMテストを行ってみよう（図６．１

参照）。明らかに後半で構造変化が起きているよ

うである。

そこでバブルの崩壊を考えて、サンプルを９０年

第一四半期で前後に分割してみよう。

１１ smpl ８０：１ ９０：１

１２ equation wq６_１１. ls logcap c logloan

４） wq６＿１でc３＋c４＝０の帰無仮説のワルド統計検定量は０．１８６（p値＝０．６６８）であり、帰無仮説は棄却されない。他方で
LOGGDPt－３とLOGGDPt－４がredundant variablesであるという帰無仮説の尤度比検定統計量は２５．８３（０．００００）であり、帰無仮
説は強く棄却されていることを読者は確かめてほしい。

図６．１ ラグのあるモデルの構造変化
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loggdp loggdp（－１） loggdp（－２）

loggdp（－３）loggdp（－４）

inventadj（－１）bond tapc（－１）

１３ smpl ９０：２ ９６：２

１４ equation wq６_１２. ls logcap c logloan

loggdp loggdp（－１） loggdp（－２）

loggdp（－３）loggdp（－４）

inventadj（－１）bond tapc（－１）

１１、１３行でサンプル期間を８０年第一四半期から９０

年第一四半期と９０年第二四半期から９６年第二四半

期にそれぞれ変更している。結果は次のようで

あった。

８１：１―９０：１期

LOGCAPt＝６．５１
（２３．７４）

＋０．４８LOGLOANt
（１０．８６）

＋０．３１LOGGDPt
（３．３６）

＋０．１０LOGGDPt－１
（２．８９）

＋０．２１LOGGDPt－２
（６．９０）

＋０．１３LOGGDPt－３
（４．５０）

－０．１７LOGGDPt－４
（－２．１４）

＋０．００２INVENTADJt－１
（３．４５）

－０．００７BONDt－３E
（－１．８７）

－０５TAPCt－１＋ u^ t
（－０．１２）

AdjR２＝０．９９８ D.W＝１．１９１ Breusch－Godfrey

＝１３．６５５Whiteテスト＝３．２８

９０：２―９６：２期

LOGCAPt＝４．９
（５．３７）

－０．０１LOGLOANt
（－０．２６）

＋０．１６LOGGDPt
（０．８６）

＋０．３６LOGGDPt－１
（６．８０）

＋０．４３LOGGDPt－２
（９．４２）

＋０．３８LOGGDPt－３
（８．０２）

＋０．２８LOGGDPt－４
（１．５１）

＋０．０００１INVENTADJt－１
（０．２２）

－０．０１２BONDt
（－１．９２）

＋０．００２TAPCt－１
（４．２８）

＋ u^ t

AdjR２＝０．９９５D.W＝０．９４Breusch－Godfrey

＝１５．８０７１０．０Whiteテスト＝１．１３

各変数の有意水準をみると、バブルの崩壊前後

でかなり差があることがうかがわれる。モデルの

定式化に問題は残るが、構造変化の問題を考える

と、余り長いラグを取ることは難しいという一つ

の例である。

２．２ 無限のラグを持つモデル

６．１）式はラグの長さが有限であった。これに

対し無限のラグを持つケースが想定されることが

ある。

yt＝a＋b０xt＋b１xt－１＋…＋bkxt－k＋……＋et

６．３）

etは標準的仮定を満たすものとする。

パラメータの数が無限であるから（パラメータ

数＞サンプル数）、６．３）式を直接推計することは

できない。しかしより近い期の方が、より遠い期

よりも影響力は強い場合が多いであろう。たとえ

ば消費に慣性を認めるとしても、１０年前の消費よ

りも去年の消費の方が今年の消費により影響する

であろう。そのとき仮に影響の程度が幾何級数的

に減少するラグ（geometric lag）であれば、次

のように関係を定式化することができる５）。

bk＝bθk ０＜θ＜１ k＝０，１，２，… ６．４）

０＜θ＜１を仮定するのは、収束をはかるため

である。kが増えるほどbkの絶対値は小さくなる。

またθの値が小さいほど、bkの減少のテンポは速

いであろう６）。

それを図示したののが図６．２である。

５） 指数的に減少するラグをコイックラグ（Koyck distributed lag）という。
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６．４）式を６．３）式に代入すると以下のようであ

る。

yt＝a＋bxt＋bθxt－１＋…＋bθkxt－k＋……＋et

６．５）

yt－１を考えると

θyt－１＝θa＋bθxt－１＋bθ２xt－２＋…＋bθkxt－k

＋……＋θet－１ ６．６）

となる。この６．５）式と６．６）式から

yt－θyt－１＝a－θa＋bxt＋et－θet－１

となる。これを書き換え。

yt＝（１－θ）a＋bxt＋θyt－１＋et－θet－１ ６．７）

ここで

a’＝（１－θ）a

ut＝et－θet－１

とする。これにより６．７）式は

yt＝a’＋bxt＋θyt－１＋ut

と変形できる。

これから無限のラグを持つモデルは、ラグつき

内生変数を持つモデルとして表すことができるこ

とが分かる。ただし誤差項は

ut＝et－θet－１

である。これは第５章で取り上げたMA（１）モ

デルであることが理解されよう。つまり元のモデ

ル６．３）式、６．５）式の誤差項etは標準的仮定を充

たしているが、変換された６．７）式の誤差項は系

列相関を持つことになる。

またラグ付き内生変数と誤差項は相関を持つ、

さらにそれは確率変数であるから仮定A．５を充た

していない。その意味でもOLSで推計すれば、そ

の推定量は不偏性や一致性を充たさない。この問

題に対処するには、後述する操作変数法の採用が

考えられる。

２．３ 多項式ラグモデル（polynomial distributed

lag model, Almon lag model）

幾何級数的に減少する無限のラグを持つKoyck

ラグは、一律に減少するθの与え方がad hocであ

る。この制約を緩めると共に６．１）式の推計する

パラメータを減らし、できるだけ多重共線問題を

避けようというのが多項式ラグモデルである。ま

た多項式ラグは、幾何級数的ラグに比べて、より

柔軟なラグの影響を示すことができる。ラグの影

図６．２ 幾何級数的ラグ

６） ６．４）式のように一律に減少するという仮定は、相当ad hocである。これは計算を簡便化するためのもので、理論的根拠がある
というわけではない。
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響は最初は減少しやがて反転することがある（た

とえば為替と国際収支の関係）。このような逆U

字型やU字型等の効果を現すことができる（図６．３

参照）。

このような多項式ラグモデルをAlmon lag

modelということがある。具体的には以下のよう

に定式化される。

yt＝a＋b０xt＋b１xt－１＋…＋bkxt－k＋et ６．８a）

誤差項etは標準的仮定を充たすとする。ここで

bi＝r０＋r１i＋r２i２＋…＋rpip i＝０，１，……，k、

k≧p ６．８b）

多項式ラグモデルでは、ラグの長さ（k）と多

項式の次数（p）を指定する。実際に推定する係

数の数がp＋２（a，r０，r１，……，rp）になるの

で、暗黙にk－p項の制約をラグに与えることに

なる。多項式の次数を１個減らすと制約数は１個

増える。

例えばラグの長さを４、多項式の次数を３と指

定する。なおこれをPDL（４，３）と表記すること

がある。このPDLモデルによって一つの制約を

与えることになる。

たとえばyt＝a＋b０xt＋b１xt－１＋…＋bkxt－k＋etの

PDL（４，３）のケースでは

yt＝a＋r０xt＋（r０＋r１＋r２＋r３）xt－１

＋（r０＋２r１＋２２r２＋２３r３）xt－２

＋（r０＋３r１＋３２r２＋３３r３）xt－３

＋（r０＋４r１＋４２r２＋４３r３）xt－４＋et ６．８c）

となる。これを書き換えると

yt＝a＋r０（xt＋xt－１＋xt－２＋xt－３＋xt－４）

＋r１（xt－１＋２xt－２＋３xt－３＋４xt－４）

＋r２（xt－１＋２２xt－２＋３２xt－３＋４２xt－４）

＋r３（xt－１＋２３xt－２＋３３xt－３＋４３xt－４）＋et

となる。

z１＝xt＋xt－１＋xt－２＋xt－３＋xt－４

z２＝xt－１＋２xt－２＋３xt－３＋４xt－４

z３＝xt－１＋４xt－２＋９xt－３＋１６xt－４

z４＝xt－１＋８xt－２＋２７xt－３＋６４xt－４

と定義すると、これらは全て外から与えられた変

数である（すなわち非確率変数である）から、結

局

yt＝a＋r０z１＋r１z２＋r２z３＋r３z４＋et ６．９）

をOLSで推計すればよいことになる７）。６．９）式の

係数（ri）のOLS推定量を^ riとする。PDL（４，３）

の制約を簡単に検定することができる。制約のな

いモデル（６．８a）式でk＝４）と制約のあるモデ

ル（６．９）式）の残差平方和をそれぞれESSUとESSR

とし、第２章で説明したF検定により検定を行う

ことができる（F検定には２．３５）式を利用すれば

良い）。

元の係数（bi）の推定量はbi＝r０＋r１i＋r２i２＋…

＋rpipを利用して求めてやればよい。

biの推定量を b^iとすると、この例では

b^０＝ r^０

b^１＝ r^０＋ r^１＋ r^２＋ r^３

b^２＝ r^０＋２^r１＋４^r２＋８^r３

b^３＝ r^０＋３^r１＋９^r２＋２７^r３

図６．３ 逆u字（u字）型ラグの例
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b^４＝ r^０＋４^r１＋１６^r２＋６４^r３

から求めればよい。

推計されたパラメータの分散（V（ b^i））は、あ

る確率変数wをk倍したときの分散は

V（kw）＝k２V（w）、

と、複数の確率変数（w１，w２，……，wn）の和

の分散は

V（w１＋w２＋…＋wn）＝V（w１）＋V（w２）＋…

＋V（wn）＋２Cov（w１，w２）

＋２Cov（w１，w３）＋…

＋２Cov（w１，wn）

＋２Cov（w２，w３）＋…

＋２Cov（w２，wn）……

＋２Cov（wn－１，wn）

を用いて、求めることができる。

（ラグの長さ、次数の求め方）

ラグの長さや多項式の次数は先験的には明らか

ではない。その選び方としてR２やR―２によることも

考えられる。それはまた実際しばしば行われてい

る方法である（これも情報量基準によるモデル選

択の一例である）。しかし次数を減らすと制約数

が増えるので、R２が減少することが明らかである

ことに留意する必要がある。

仮にラグの長さが事前に分かっていれば、次数

については、十分高い次数からはじめて（ラグの

長さをkとすると、k－１の次数から等）、F検定

を行うのが一つの方法である。F検定を帰無仮説

が棄却されるまで繰り返すことにより次数を選択

する。しかし各F検定の名目有意水準が５％とし

ても、実際の有意水準は異なるものである。なぜ

ならば前の検定には、第２種の誤りが存在するか

らである。i番目の検定の名目有意水準をriとし、

AndersonやTrivedi and Paganによるとj番目の

検定の実際の有意水準は

１－（１－r１）（１－r２）……（１－rj）

として近似することができる。ここで全てのriが

５％であれば、１番目、２番目、３番目と４番目

の検定の実際の有意水準はそれぞれ５％、９．７５％、

１４．２６％、１８．５５％となる。

この多項式ラグモデルにおいても、単純なラグ

のあるモデルと同じように、構造変化の問題や多

重共線関係問題には留意する必要がある。

Eviewsで多項式ラグモデルの例をみてみよう。

女性労働の雇用率（女性雇用者／女性労働力人口

の％、FEWORKと表記する）をみてみよう。い

ささかad hocであるが、それが第三次産業活動指

数（SANJI）、鉱工業生産指数（IIP）と超勤労働

時間指数（CHOKIN）及び稼働率（KADOU）に

より定まると仮定する。分析期間は９０年１月から

９６年１２月までである。

第三次産業活動指数と鉱工業生産指数の双方に

ついてラグの長さ１２期、多項式の次数２とした

（データは読み込んであるものとする）。

FEWORKt＝a０＋b１＊IIPt＋b２＊IIPt－１＋b３＊IIPt－２

＋b４＊IIPt－３＋b５＊IIPt－４＋b６＊CHOKINt－１

＋b７＊CHOKINt－２＋b８＊KADOUt

＋Σk＝０
１２ ck＊SANJIt－k＋et

を推計するコマンドは次の通りである。なお端

点制約条件は課していない。

equation eqlag. ls fework c iip iip（－１）

iip（－２）iip（－３）iip（－４）chokin（－１）

chokin（－２）kadou pdl（sanji,１２, ２）

PDLで多項式ラグモデルであることを指定す

る。PDL（series名、p、q）でその変数名とラグ

７） 多項式ラグモデルではb－１＝０、あるいはbk＋１＝０の端点制約条件（end point restriction）が課されることがある。前者は影響
が当期から始まりそれ以前に影響はない（near end constraint restricion）ことを仮定し、後者はその期で影響は出尽くし、そ
れ以降の期は影響を持たない（far end constraint restriction）ことを仮定するものである。ただこれは推計するパラメータが
減少するというメリットがある反面、ラグの範囲外の情報を捨てるという問題がある。
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の長さ（p）、多項式の次数（q）を指定する。

結果は表６．２に掲げるとおりである。なお表中

のPDL０１、PDL０２、PDL０３は６．９）式のz１、z２、z３

に対応する。

また表下欄のCoefficientが６．８a）式のb０，b１，

…，bkに対応する。SANJIの短期効果（c０）は－

０．０２５となる（i＝０の係数の値）。

最下欄のSum of Lagsが推計されたラグの効果

の合計で、長期効果を示している。このケースで

は０．２９であるから、第三次産業活動指数の女性雇

用労働力利に対する長期効果は約０．３％とかなり

高いことがうかがわれる。

表６．２ PDLの推計

Dependent Variable: FEWORK

Method: Least Squares

Sample（adjusted）:１９９０：０１ １９９６：０２

Included observations:７４ after adjusting endpoints

Variable Coefficient Std. Error t－Statistic Prob.

C

IIP

IIP（－１）

IIP（－２）

IIP（－３）

IIP（－４）

CHOKIN（－１）

CHOKIN（－２）

KADOU

PDL０１

PDL０２

PDL０３

５１．４２４０５

０．０４５２５２

０．０１３１７４

－０．００４９６５

－０．００４５８４

－０．０２８６１３

－０．０１５３５８

－０．０５１５９７

－０．０４２７７４

０．０５１３８１

０．０００１９８

－０．００２０８７

４．００５０９４

０．０４４２４１

０．０１４２０３

０．０１３８６４

０．０１０６４４

０．０１０５７３

０．０２３５３９

０．０２１８１５

０．０４９１３３

０．００７８５６

０．００２０７０

０．０００５５４

１２．８３９６６

１．０２２８６１

０．９２７５９７

－０．３５８１２０

－０．４３０６４５

－２．７０６３６４

－０．６５２４３７

－２．３６５２００

－０．８７０５９２

６．５４０５４８

０．０９５５５９

－３．７６６５１６

０．００００

０．３１０３

０．３５７２

０．７２１５

０．６６８２

０．００８８

０．５１６５

０．０２１２

０．３８７３

０．００００

０．９２４２

０．０００４

R―squared

Adjusted R―squared

S.E. of regression

Sum squared resid

Log likelihood

Durbin―Watson stat

０．９７０００６

０．９６４６８５

０．３６１３５２

８．０９５６８５

－２３．１３０２９

０．８２６５３８

Mean dependent var

S.D. dependent var

Akaike info criterion

Schwarz criterion

F―statistic

Prob（F―statistic）

７３．９０８５２

１．９２２８６９

０．９４９４６７

１．３２３１００

１８２．２８１４

０．００００００

Lag Distribution of SANJI i Coefficient Std. Error T―Statistic

０

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

１１

１２

－０．０２４９３

－０．００１７８

０．０１７２０

０．０３２０１

０．０４２６４

０．０４９１０

０．０５１３８

０．０４９４９

０．０４３４３

０．０３３１９

０．０１８７８

０．０００２０

－０．０２２５５

０．０１９４３

０．０１３３０

０．００８７２

０．００６２６

０．００６１２

０．００７０４

０．００７８６

０．００８２０

０．００８１９

０．００８３３

０．００９４６

０．０１２２８

０．０１６８３

－１．２８３２１

－０．１３３５９

１．９７１６１

５．１１１６５

６．９６６７３

６．９７１４５

６．５４０５５

６．０３４６４

５．３０３１７

３．９８７０１

１．９８４８９

０．０１６４０

－１．３４０５０

Sum of Lags ０．２８８１６ ０．０４４３３ ６．５００５８
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なお制約を与えていないモデル（すなわちPDL

（１２，１２）のモデル）のR２は０．９７５６である。制約数

が１０（１２－２）なのでF統計値は１．２０となる。す

なわち、帰無仮説（PDL（１２，２）モデル）を採択

する。

なお端点制約を加える場合には、PDL（series

名、p、q、１）とすればb－１＝０の制約、２とす

ればbp＋１＝０の制約、３とすればb－１＝０かつbp＋１

＝０の制約となる。

３ 部分調整モデル

ラグを持つモデルで、よく使われるものに部分

調整モデル（partial adjustment model）がある。

これは動学モデルの単純な例である。

在庫調整や雇用量の調整を考える。企業にとり

各期毎に最適な在庫量を達成することは、販売店

との関係や保管施設の関係で必ずしも可能でない

場合がある。雇用量の調整も解雇のコストや新規

採用の準備を考えれば瞬時には行えないであろう。

あるいは銀行貸し出しも毎期完全に調整が行われ

るよりは、貸出契約の長期性を考えれば、漸次調

整が進む場合もあるであろう。このように現実の

動きは、最適な水準への調整だと考えられるケー

スがある。

そこでt期における最適な水準をy＊tとしよう。

ytがt期に実際に達成された水準であるとする。

以下のような関係を想定する。

yt－yt－１＝β（y＊t－yt－１） ０＜β＜１ ６．１０）

ここでβは調整速度（adjustment speed）で、

βの割合だけ最適レベルへの調整が行われること

を示している８）。最適水準が

y＊t＝a＋bxt＋et ６．１１）

で与えられるものととしよう。なお誤差項etは標

準的仮定を充たすものとする。

６．１１）式自体は最適水準のy＊tが観察不能であ

るから、直接推計することはできない。しかし

６．１１）式を６．１０）式に代入すると

yt－yt－１＝β（y＊t－yt－１）＝β（a＋bxt＋et－yt－１）

＝βa＋βbxt－βyt－１＋βet

となる。これをytについて整理すると

yt＝βa＋βbxt＋（１－β）yt－１＋βet

＝a′＋b１′xt＋b２′yt－１＋e′t ６．１２）

a′＝βa,b１′＝βb,b２′＝１－β，e′t＝βet

となる。

この部分調整モデルはラグ付き内生変数を含む。

しかし無限のラグを持つモデルを変形した６．７）

式とは異なり、その誤差項はet－１の項を含まない

し、またyt－１とも相関しない。そのためOLSで一

致推定量を得ることができる。

このとき、短期の効果はb１′、長期の効果はb１′

／（１－b２′）によって与えられる。

この部分調整モデルをEviewsでみてみよう。

前に民間分門の資本形成分析で利用したデータ

をここでも利用する。銀行の貸出残高の対数

（LOGLOAN）が前期の貸出残高の対数と、国

債利率（BOND）、コールレート（CALL２、約

定貸出金利を用いることが妥当であるが、便宜

コールレートを用いる）、生産営業水準（TAPC）

と季節調整済み操業水準（OPEADJ）に依存す

るとしよう。

LOGLOANt＝a０＋a１＊BONDt＋a２＊CALL２t

＋b１＊LOGLOANt－１＋c１＊TAPCt

＋c２＊OPEADJt＋ut

を推計するコマンドは次の通りである。なおここ

での推計期間は８５年第三四半期から９６年第二四半

期までである（データは読み込んであるものとす

る）。

equation eq６lag. ls logloan c bond call２

８） β＝１であればyt＝y＊tなので直ちに完全に調整が行われるし、β＝０であればyt＝yt－１なので調整は全く進まないことになる。
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logloan（－１） tapc opeadj

結果は表６．３に示すとおりである。ラグ付き内

生変数を含むので、D.W統計量に意味はない（第

５章参照）。そこでBreush―GodfreyのLMテスト

を行ってみよう。

View／Residual Tests／Serial Correlation LM

Test

を選び、四半期データであるからラグを４期とす

る。そのLM検定量は１．６７（p値＝０．７９６）であっ

た。系列相関の問題はないようである。logloan

（－１）の係数の値から調整速度は０．１８（＝１－

０．８１６）であり、貸出市場の調整は緩やかである

ことがうかがわれる。各変数の長期効果を読者は

計算されるとよい（パラメータ／（１－０．８１６）で

計算される）。

部分調整型モデルのポイントはラグ付き内生変

数と誤差項に相関がないということである。上記

のLM検定より系列相関はないので、この条件が

満たされている。OLS推定は一致性を持つことは

前述の通りである。

４ 期待のモデル

我々は様々な期待を形成し、その期待に基づい

て行動する。期待形成の代表的なものとして、適

応的期待形成モデル（adaptive expectations

model）と合理的期待形成モデル（rational expec-

tations model）とが上げられる。この期待の形

成は計量の観点からは、ラグのあるモデルと密接

な関係に立つ。

４．１ 適応的期待形成

我々の消費は期待所得に依存することがある。

住宅投資も期待貸出金利によって変動することが

ある。次のようなモデルを考える。

yt＝a＋bx＊t＋et ６．１３）

x＊tは、現実に観察されるxtの期待値（予想）

である９）。期待所得や期待貸出金利に該当するも

のである。それを直接観察することはできない。

このとき適応的期待は次のようの形成されると仮

定する。

x＊t－x＊t－１＝θ（xt－x＊t－１） ０＜θ＜１ ６．１４）

表６．３ 部分調整モデルの推計

Dependent Variable: LOGLOAN

Method: Least Squares

Sample（adjusted）:１９８５：３ １９９６：２

Included observations:４４after adjusting endpoints

Variable Coefficient Std. Error t―Statistic Prob.

C

BOND

CALL１

LOGLOAN（－１）

TAPC

OPEADJ

２．７４９３５７

０．０３１１１０

－０．０１４５９４

０．８１５５９２

－０．００３７０８

－０．００９３６６

０．７６０６２１

０．０１４２３８

０．００７７８９

０．０４９４４８

０．００１３３２

０．００２８２２

３．６１４６２２

２．１８５０４６

－１．８７３５１３

１６．４９４０５

－２．７８３７６９

－３．３１９１８９

０．０００９

０．０３５１

０．０６８７

０．００００

０．００８３

０．００２０

R―squared

Adjusted R―squared

S.E. of regression

Sum squared resid

Log likelihood

Durbin―Watson stat

０．９９０１６６

０．９８８８７２

０．０２５８１６

０．０２５３２６

１０１．６８９５

２．２７５０９２

Mean dependent var

S.D. dependent var

Akaike info criterion

Schwarz criterion

F―statistic

Prob（F―statistic）

１０．４９０３６

０．２４４７２７

－４．３４９５２３

－４．１０６２２５

７６５．２２９６

０．００００００
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今期の期待x＊tは実際のxtと前期の期待x＊t－１に

基づいて形成されると考えるのである。そうして

その期待は各期毎に、当期のxtと過去の期待を利

用して修正が繰り返されると考える。

６．１４）式を書き換えると

x＊t＝θxt＋（１－θ）x＊t－１ ６．１５）

となる。当期の期待は、当期の実際の値と前期の

期待のウエイトで表されることが６．１５）式から分

かる。６．１５）式は第５章で説明したAR（１）モ

デルのようである。θ＝１であればx＊t＝xtであ

り完全に調整が行われ、θ＝０であればx＊t＝

x＊t－１であるから全く調整は行われないというこ

とになる。ここでは０＜θ＜１を仮定する。

６．１５）式をt－１期やt－２期について書くと

（１－θ）x＊t－１＝θ（１－θ）xt－１＋（１－θ）２x＊t－２

（１－θ）２x＊t－２＝θ（１－θ）２xt－２＋（１－θ）３x＊t－２

となる。これを各期繰り返しまとめると

x＊t＝θ｛xt＋（１－θ）xt－１＋（１－θ）２xt－２

＋（１－θ）３xt－３＋……｝

＝θΣt＝０（１－θ）kxt－k ６．１６）

となる。そうすると６．１６）式は無限のラグを持つ

モデルとして現されることが分かる。この６．１６）

式を６．１３）式に代入すると

yt＝a＋bθΣt＝０（１－θ）kxt－k＋et ６．１７）

となる。これは６．７）式の展開から明らかなよう

に

yt＝a′＋b′xt＋c′yt－１＋ut ６．１８）

a′＝aθ，b′＝bθ，c′＝（１－θ），

ut＝et－（１－θ）et－１

と書き替えることができる。６．１８）式の被説明変

数と説明変数は全て観察可能であるから、これを

推計することはできる。

ただし誤差項はut＝et－（１－θ）etであり、MA

（１）である。またyt－１はet－１を含むので誤差項utと

相関する。したがってOLSで推計すると一致性も

不偏性もないことになる。

６．１８）式は部分調整モデルの６．１２）式と当期の

説明変数xtとラグ付き内生変数yt－１を含むので一

見同じ表現であるが、誤差項の仮定に決定的な違

いがある（部分調整モデルではラグ付き内生変数

と誤差項に相関はない）ことに留意する必要があ

る。したがってモデルの定式化において、それが

部分調整モデルに基づくものなのか、適応的期待

形成によるものなのかを常に明らかにしておく必

要がある。

４．２ 合理的期待形成モデル

金融引き締めから金融緩和、あるいは減税から

増税へと政策が転換されると、人々の期待形成も

変わるであろう１０）。適応的期待形成では当期の期

待形成は前期の変数と一定の関係を持つので、こ

のような変化を取り込むことはできない。

またある変数（たとえばGDPや消費者物価、

あるいは衰退産業の出荷額）が上昇（下降）傾向

を持つことも多いであろう。そのとき人々はその

上昇（下降）傾向を考えて期待を形成するであろ

う。そうでなければ人々はシステマチィツクに予

想を間違えることになるからである。

このような問題を取り上げたものが、合理的期

待形成モデルである。合理的期待形成モデルの

エッセンスは、家計や企業などの経済主体は経済

構造（モデル）を知悉しており、その期待形成の

段階で利用可能なあらゆる情報を用いるというと

ころにある。以下のような例を考える。ある変数

xが具体的には次のように定まると企業や家計が

考えているとする。

９） 数学的期待値ではないことに留意してほしい。
１０） 政策レージムが変更すれば、人々もそれに応じて期待を修正し行動を変えるはずである。それを考慮しないのは経済主体が事

情変更を考慮しないということになる。その点で不合理な選択となる。これはLucas批判として知られる問題である。
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xt＝b０＋b１xt－１＋b２zt－１＋et ６．１９）

ここでzはxに影響する変数である。etは誤差項で

ある。

E（et）＝０である。そうでなければ期待の形成

は間違うことになる。

６．１９）式の期待値をとると

Et－１（xt）＝b０＋b１xt－１＋b２zt－１ ６．２０）

となる。Et－１（xt）はt－１期の段階で形成される

xtの期待値である。t－１期の段階であるから、

人々はt期の情報（つまりxtやzt）を利用すること

はできず、利用できるのはt－１期の情報である

xt－１とzt－１である。６．１９）式と６．２０）式から

xt－Et－１（xt）＝et ６．２１）

を得ることができる。ここでE（et）＝０であるか

ら、６．２１）式は予測誤差がゼロであることを意味

することになる。

またetはxt－１やzt－１とは相関を持たない。仮にet

とxt－１やzt－１が相関を持てば、企業や家計などの経

済主体は、利用可能な全ての情報を利用していな

いことになるからである１１）。

また実際のxtとその期待値をx＊tとすると、

xt＝x＊t＋ut

から、仮定によりCov（x＊t，ut）＝０を用いるとV

（xt）＝V（x＊t）＋V（ut）であるので、

V（xt）≧V（x＊t）

となる。また

xt＝x＊t＋utからx＊t＝xt－utとなる。これを６．１３）

式に代入すると

yt＝a＋b（xt－ut）＋et＝a＋bxt＋（et－but）

６．２２）

となる。Cov（xt,ut）＝Cov（x＊t＋ut，ut）＝Cov（x＊t，

ut）＋V（ut）＝V（ut）≠０より誤差項と説明変数は

相関を持つのでOLSで推計することはできない。

言い換えれば合理的期待形成モデルでは現実の値

xtを用いて推計すると、その推定量は一致性も不

偏性も持たないことになる。

６．２２）式の一致推定量を得るためにOLS以外の

推定量を利用する必要がある。推定方法としては

操作変数法や二段階最小自乗法によることになる。

５ 操作変数法

５．１ どういうときに用いるか

yt＝a＋bxt＋etのOLSに関し以下の標準的な仮

定をおいてきた。

A．１ 誤差項の期待値はゼロである。

E（et）＝０ for all t

A．２ 誤差項の分散は一定である。

V（et）＝σ２ for all t

A．３ 誤差項に系列相関はない。

Cov（et,es）＝E（etes）＝０ for all t≠s

A．４ 誤差項は正規分布に従う。

A．５ 説明変数はある一定の値をとる非確率変数

である。

A．５は言い換えれば、説明変数は誤差項と相関

をしないということである。しかし、幾何級数的

なラグのあるモデルや期待形成のモデルでは仮定

A．５を充たさず、そのために説明変数と誤差項が

相関を持つ

Cov（xt，et）＝ρxe≠０

こととなったことは説明してきたとおりである。

このようなケースの他に、被説明変数あるいは

説明変数が観測上の誤差（measurement errors,

errors of measurement）を持つために、それら

が誤差項と相関を持つ場合がある。たとえば我々

は毎月の消費や所得は観察できるが、恒常消費や

恒常所得は知ることができない。そうするとそれ

１１） 利用可能な情報の集合に基づく期待を、この場合x＊t ＝E（xt｜It－１）と書くことがある。合理的期待形成で経済構造を知悉する
とは、含まれるべきIt－１の変数のみならず、そのパラメータも経済主体は知っており、従ってその数学的期待値も知っている
ことを意味している。
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は観察されない恒常消費や恒常所得をy＊t、x＊tと

すると、恒常所得仮説に基づく消費関数は

y＊t＝＝a＋bx＊t＋et

となる。観察される毎月の所得、消費をyt、xtと

すると

yt＝y＊t＋vt

xt＝x＊t＋wt

となる。vtとwtが観察される消費（所得）と恒常

消費（恒常所得）との誤差である。なおvtとwtは

標準的仮定を充たすものとする。そうすると上記

の消費関数は

yt－vt＝a＋b（xt－wt）＋et

となる。なおetは標準的仮定を充たすものとする。

vt、wt、etは互いに独立とする。

上式を書き直すと

yt＝a＋bxt＋vt－bwt＋et ６．２３）

となる。６．２３）式の誤差項はvt－bwt＋etである。

vt≠０かつwt＝０（すなわち被説明変数に観測

上の誤差はあるが、説明変数に観測上の誤差はな

いケース）であれば、誤差項はet－vtとなるので、

説明変数とは相関しないのでOLSの推定に一致性

の問題はない。

ただし、分散は

V（et＋vt）＝V（et）＋V（vt）＝σ２e＋σ２v

となるので、y＊tを利用するケースと比較すると

６．２３）をOLSで推定すれば有効性は損なわれる。

これに対し、wt≠０かつvt＝０（被説明変数に

観測上の誤差はないが、説明変数に観測上の誤差

がある場合）は誤差項と説明変数に相関が生じ

る１２）。

Cov（xt，－bwt＋et）＝－bV（et）＝－bσ２e ６．２４）

となり、推計にバイアスがかかることになる。

６．２３）式のOLS推定量も一致性を持たない。した

がってOLSを用いることができなくなる。

このような問題に対応する一つの方法が操作変

数法（instrumental variables method, Ⅳ）であ

る。

５．２ Ⅳ法による推定

Ⅳ法では次のような条件を満たす操作変数（in-

strumental variables）を考える。

�１ 誤差項とは相関しない。

�２ 説明変数とは相関する。

�３ 複数の操作変数を利用する場合、それらは

完全な線形従属関係ではない。これを考えてみる。

操作変数をztとする。モデルが以下のようであっ

たとする（簡単化のために説明変数は１個とする）。

yt＝a＋bxt＋ut ６．２５）

Cov（xt，ut）＝ρxu≠０

説明変数と誤差項は相関を持つと仮定する。操

作変数ztがutと相関を持たない等の条件は、サン

プル数が十分大きくなる確率極限の意味において

以下のように定義される。

plim
Σ（zt－z―）（ut－u―）

n
＝Cov（zt，ut）＝σzu＝０

６．２６）

plim
Σ（zt－z―）（xt－x）

n
＝Cov（zt，xt）＝σzx≠０

６．２７）

plim
Σ（zt－z―）（zt－z―）

n
＝Cov（zt，zt）＝σzz＞０

６．２８）

OLSの正規方程式は

n^ a＋Σ^ bxt＝Σyt

Σ^ axt＋Σ^ bxt２＝Σxtyt

で与えられた（第１章参照）。この正規方程式の

第２式において、xtに替えてztを乗じると

Σ‾azt＋Σ‾bztxt＝Σztyt

を得る。これを利用するとbとaのⅣ推定量（‾bと

‾a）は

‾b＝
Σ（zt－z―）（yt－y）
Σ（zt－z―）（xt－x）

６．２９）
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‾a＝y‾－b‾ ‾x ６．３０）

となる。

６．２９）式は

b‾＝
Σ（zt－z―）（yt－y）
Σ（zt－z―）（xt－x）

＝
Σ（zt－z―）｛b（xt－x）＋（ut－u―）｝

Σ（zt－z―）（xt－x）

＝b＋
Σ（zt－z―）（ut－u―）
Σ（zt－z―）（xt－x）

plimb‾＝
plimΣ（zt－z―）（ut－u―）／n
plimΣ（zt－z―）（xt－x）／n

＝b＋
σzu

σzx

＝b ６．３１）

となり、Ⅳによる推定量は一致推定量であること

が分かる。同様に

plim‾a＝a ６．３２）

となり、‾aも一致推定量である。ただし期待値に

ついてみると

E（‾b）＝b＋E｛Σ（zt－z―）（ut－u―）Σ（zt－z―）

（xt－x）｝ ６．３３）

であるから、６．３２）式の右辺第２項が０とならな

い限り、‾bは不偏推定量とはならない。

５．３ 操作変数の選択

説明変数とは相関を持つが、元の式の誤差項と

は相関しない変数をどうやって選ぶかが、操作変

数法の課題となる。もちろんそのような変数は複

数あり得る。いかなるモデルであれ理論的に具体

的な操作変数が事前に定まっていることはないで

あろう。推定量の分散はより小さい方が望ましい。

‾bの分散s２bは

s２b＝
σ^２Σ（zt－z―）（zt－z―）
（Σ（zt－z―）（xt－x））２

６．３４）

ここでσ^２＝
（yt－‾a－‾bxt）２

n－２

で与えられる。分散をより小さいくするためには、

６．３４）式から操作変数は元の説明変数xtと相関の

より高いものが望ましい。したがって時系列デー

タの場合誤差項に系列相関がない場合はxtのラグ

変数が選ばれることが多い。

ただ６．３１）、６．３４）式から明らかなように、操

作変数の選択により推計値やその分散は異なって

くる。この点で操作変数法による場合は、推計結

果の安定性には留意する必要がある。

操作変数の数については、モデルの説明変数の

数がk個、そのうちg個が誤差項と相関を持って

いれば（g≦k）、g個選択する。

５．４ Eviewsによる推計例

賃金と失業率の関係では、フィリップス曲線

（Phillips Curve）がよく知られている。これを

Eviewsでみてみよう。賃金上昇率を賃金指数（現

金給与総額）の対前年同月変化率（％，wagehen

と表記）で捉えてみる。これに失業率（％）の逆

数（invun）と期待インフレ率の代理変数として

消費者物価の上昇率（infra）を用いる。これに

トレンドを加えて回帰してみる。

１ workfile a: phi. txt m ７８：０１ ９６：０５

２ read a: unemp. txt month nonagri unemp

cpi wpi

’失業率の逆数を作る

３ series invun＝１／unemp

’名目賃金の対前年同期比％を作る

４ series wagehen＝（（wage－wage（－１２））／

wage（－１２））＊１００

’消費者物価の対前年同期比％を作る

５ series infra＝（（cpi－cpi（－１２））

１２） これは合理的期待形成モデル（６．２２）式）の問題と全く同一である。
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／cpi（－１２））＊１００

’非農業部門雇用者の対数値を作る

６ series lnonag＝log（nonagri）

’８０年１月をゼロとするタイムトレンドを作

る

７ series trend＝＠trend（８０：０１）

８ smpl ８０：０１ ９６：０２

’操作変数法の推計，操作変数は定数項，

’失業率の逆数の１期，２期ラグ，インフレ率

の１期，２期ラグ

’非農業部門雇用者対数値の１期，２期ラグと

する。

９ equation kitail. tsls wagehen c invun infra

（１）@ c invun（－１）invun（－２）

infra（－１）infra（－２）lnonag（－１）

lnonag（－２）

’操作変数法の推計，操作変数は定数項，

’失業率の逆数の１～３期ラグ，インフレ率

の１～３期ラグ

’非農業部門雇用者対数値の１～３期ラグと

する。

１０ equation kitail. tsls wagehen c invun infra

（１）@c invun（－１）invun（－２）

invun（－３）infra（－１）infra（－２）

infra（－３）lnonag（－１）lnonag（－２）

lnonag（－３）

変数の作り方で，賃金と消費者物価については

対前年同期との差をとり，それを対前年同期の値

で除して変化率を作っている。

Eviewsでは＠trend（n）とすることで，n期をゼ

ロとし，その後各期毎に１増加するタイムトレン

ドを作成することができる。

kitail. tslsが操作変数法と二段階最小二乗法

（２SLS）を実行するコマンドである。方程式の

名前をここではkitailとしている。＠が以下用い

る操作変数を指定するコマンドである。ここでは

＠c invun（－１）invun（－２）infra（－１）

infra（－２）inonag（－１）inonag（－２）として

指定している。

すなわちⅣ法は以下のように行われる。

equation方程式の名前tsls 被説明変数 定数

項 説明変数 ＠操作変数

なお，操作変数には定数項が自動的に含まれる。

またメニュー形式では

Quick／Estimation Equation

を選び，次にMethodからTSLSを指定する。

そうすると

Dependent variable followed by regressors…

Instrument list

という２つのダイアログがでてくる。それぞれ

の欄に推計式と操作変数を指定する事でも実行で

きる１３）。

結果は表６．４と６．５に示すとおりである。表の

上欄に操作変数のリスト（Instrument list）が示

されている。なお表にあるt値，p値等の統計量は

漸近的な値であることに留意する必要がある。ま

たOLSと異なり，対数尤度やAIC，SICはEviews

では報告されない。

ここでは失業率の逆数は，符号は正であるが統

計的に有意な結果は得られていない。インフレ率

の値は約０．４１から０．４２とかなり低いものとなって

いる。タイムトレンドはマイナスであり，長期的

な賃金の上昇率の低下傾向をうかがわせるものと

なっている。

なおこのケースでは，操作変数の選択で結果は

大きく変わっていないが，これは一般的には必ず

しも当てはまらないことに留意する必要があるこ

とは前述の通りである。

１３） Ⅳ法にも，OLSの場合と同様に，様々なオプションがある。これについては２SLSの説明の際併せて行う。
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表６．４ 操作変数法の推計�１
Dependent Variable: WAGEHEN

Method: Two―Stage Least Squares

Sample（adjusted）:１９８０：０１ １９９６：０１

Included observations:１９３after adjusting endpoints

Instrument list: C INVUN（－１） INVUN（－２） INFRA（－１） INFRA（－２） LNONAG（－１） LNONAG

（－２） TREND

Variable Coefficient Std. Error t－Statistic Prob.

C

INVUN

INFRA（１）

TREND

２．４３２６９５

１．１１１０１５

０．４７４７６６

－０．００６４９２

１．２０６８８９

３．６４９９７４

０．１２７４５４

０．００２７６９

２．０１５６７４

０．３０４３９０

３．７２５００４

－２．３４４９５９

０．０４５３

０．７６１２

０．０００３

０．０２０１

R―squared

Adjusted R―squared

S.E. of regression

F―statistic

Prob（F―statistic）

０．３７８２６１

０．３６８３９２

１．５１１６６６

４０．４７５５１

０．００００００

Mean dependent var

S.D. dependent var

Sum squared resid

Durbin―Watson stat

３．２８６５２５

１．９０２０９５

４３１．８９０６

１．９２３０１９

表６．５ 操作変数法の推計�２
Dependent Variable: WAGEHEN

Method: Two―Stage Least Squares

Sample（adjusted）:１９８０：０１ １９９６：０１

Included observations:１９３after adjusting endpoints

Instrument list: C INVUN（－１） INVUN（－２） INVUN（－３） INFRA（－１） INFRA（－２） INFRA（－

３） LNONAG（－１） LNONAG（－２） LNONAG（－３）

Variable Coefficient Std. Error t－Statistic Prob.

C

INVUN

INFRA（１）

TREND

２．０６３６９１

２．７０６６６９

０．４１０４９２

－０．００７９８６

１．１９６９３０

３．６３６８６８

０．１２８０９２

０．００２７９５

１．７２４１５４

０．７４４２３１

３．２０４６６９

－２．８５７１７２

０．０８６３

０．４５７７

０．００１６

０．００４８

R―squared

Adjusted R―squared

S.E. of regression

F―statistic

Prob（F―statistic）

０．３８４１２２

０．３７４３４６

１．５０４５２５

４１．６３３０４

０．００００００

Mean dependent var

S.D. dependent var

Sum squared resid

Durbin―Watson stat

３．２８６５２５

１．９０２０９５

４２７．８１９３

１．９２８１１３
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